
室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、室戸市補助金交付規則（平成１３年規則第１５号。第

１４条第２号において「規則」という。）に定めるもののほか、室戸市民

間賃貸住宅建設費補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な

事項を定めるものとする。 

 （補助の目的） 

第２条  市は、良好な民間賃貸住宅の供給を促進することにより、本市にお

ける移住・定住人口の増加を図ることを目的に、民間事業者が実施する賃

貸を目的とした住宅（以下「賃貸住宅」という。）の整備に要する経費に

対し、予算の範囲内で補助金を交付する。 

 （補助対象者） 

第３条  補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、

次の各号の全てを満たすものとする。 

⑴ 市内に賃貸住宅を建設し、所有者となる法人又は個人であること。 

⑵ 市税（国民健康保険税を含む。以下同じ。）及び県税に滞納がないこ

と。 

⑶ 室戸市の事務及び事業における暴力団の排除に関する規則（平成２５

年規則第３１号）第２条第２項第５号に規定する排除措置者に該当する

者でないこと 

⑷ 補助対象者が法人の場合にあっては、特定の宗教の普及を目的とする

ものでないこと。 

 （補助対象経費等） 

第４条 補助金の交付対象となる経費は、法人又は個人との契約に基づき賃

貸される建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の規定に基づく住宅、

長屋及び共同住宅であって、次の各号に掲げる全ての要件を満たすものの

建設（以下「補助事業」という。）に要する経費とする。 

⑴ １戸当たりの床面積が２５平方メートル以上であるもの 

⑵ 各戸に専用の玄関、トイレ、浴室及び台所が設置されているもの 

⑶ 敷地内に住戸１戸当たり１台以上の駐車場が確保されているもの 

⑷ 組立式仮設建築物やコンテナハウス等の簡易なものではないもの 

⑸ 新築（中古資材を使用したものは除く。）であるもの 

⑹ 上水道及び合併処理浄化槽に接続しているもの 

⑺ 建築基準法及び建築関係法令の基準に適合するもの  

⑻ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定による許 

可（同法別表第１に掲げる建築一式工事に限る。）を受けた者により施  



工されるものであること。 

⑼ 賃貸住宅の建設を行う土地は、室戸市の区域内であること。 

⑽ 建設する賃貸住宅が土砂災害特別警戒区域内でないこと。 

⑾ 戸建住宅又は１棟につき２戸以上を有する長屋若しくは共同住宅であ

ること。 

⑿ 補助事業が完了した日から少なくとも１０年を経過する日までの間賃

貸住宅に供するものであること。 

⒀ 他の制度による補助金等を受けて建設するものではないこと。 

２ 次に掲げる賃貸住宅は、補助金の交付の対象としない。 

⑴ 補助対象者が個人の場合にあっては、当該個人及び当該個人の２親等

以内の親族が入居するもの 

⑵ 補助対象者が法人の場合にあっては、当該法人の役員等（会社法（平

成１７年法律第８６号）第４２３条第１項に規定する役員等をいう。）

及びその２親等以内の親族が入居するもの 

 （補助金額） 

第５条 補助金の額は、当該整備する賃貸住宅の住戸１戸につき１００万円

を乗じて得た額とする。ただし、１棟当たり１，０００万円を限度とする。 

 （事業の認定） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、賃貸住宅の建築工事（当該建

築を行うために実施する地盤改良又は土地造成に係る工事を除く。）に着

手する前に、室戸市民間賃貸住宅建設費補助事業認定申請書（別記様式第

１号）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

⑴ 現況写真 

⑵ 土地の登記事項証明書及び不動産登記法（平成１６年法律第１２３ 

号）第１４条に規定する地図の写し 

⑶ 土地が賃貸によるものであるときは、当該土地賃貸借契約書の写し 

⑷ 建築工事費見積書の写し 

⑸ 賃貸住宅の設計図書（位置図、配置図、平面図、立面図、建物全体及 

び各戸の求積図等） 

⑹ 建築基準法第６条に規定する確認の申請書類又は確認済証の写し 

⑺ 申請する者が個人の場合にあっては、居住している市区町村の住民票 

並びに市税及び県税の滞納のないことを証する書類 

⑻ 申請する者が法人の場合にあっては、法人の現在事項全部証明書並び

に市税及び県税の滞納のないことを証する書類 

⑼ 誓約書兼同意書（別記様式第２号） 

⑽ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申請を受理したときは、これを審査し、適当



と認めたときは、補助事業の認定の可否を決定し、室戸市民間賃貸住宅建

設費補助事業認定（却下）通知書（別記様式第３号）により当該申請した

者（次条第１項において「申請者」という。）に通知するものとする。 

（事業の認定変更等） 

第７条  前条第２項の規定により事業の認定の通知を受けた申請者（以下

「補助事業者」という。）は、補助事業の内容を変更又は中止若しくは廃

止しようとするときは、あらかじめ室戸市民間賃貸住宅建設費補助事業変

更（中止・廃止）承認申請書（別記様式第４号）を市長に提出しなければ

ならない。ただし、軽微な変更（補助事業に要する経費の２０パーセント

以内の変更又は補助事業の内容の変更を伴わず、かつ、補助金の交付の決

定額の２０パーセント以内の減額変更をしようとする場合をいう。）にあ

っては、この限りではない。 

２ 市長は、前項本文の規定による申請を受理したときは、これを審査し、

適当と認めたときは、室戸市民間賃貸住宅建設費補助事業変更（中止・廃

止）承認通知書（別記様式第５号）により当該補助事業者に通知するもの

とする。 

（事業の着手） 

第８条 補助事業者は、補助事業に着手しようとするときは、着手した日か

ら起算して１０日以内に室戸市民間賃貸住宅建設費補助事業着手届（別記

様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

２ 補助事業の着手は、第５条第２項の規定による認定を受けた日から起算

して６月以内に行わなければならない。 

（中間検査） 

第９条 市長は、補助事業の円滑かつ適正な執行を図るため、中間検査を行

うことができる。 

（交付の申請及び実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業が完了し、建築基準法第７条第５項の規

定による検査済証の交付を受け、賃貸住宅の登記が完了したときは、当該

完了の日から起算して３０日以内に室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交

付申請書兼実績報告書（別記様式第７号）に次に掲げる書類を添えて、市

長に提出しなければならない。 

⑴ 建物及び駐車場の完成写真 

⑵ 土地及び建物の表示に関する登記事項証明書の写し 

⑶  工事請負契約書の写し（当該住宅の所有者が自ら施工する場合を除

く。） 

⑷ 工事代金領収書（当該住宅の所有者が自ら施工する場合は、事業費の 

支出を証する書類）の写し 



⑸ 建築基準法第７条第５項の規定による検査済証の写し 

⑹ 住宅管理に関する書類（入居基準、賃貸借予定額及び賃貸借契約書の 

 書式） 

⑺ その他市長が必要と認める書類 

（交付の決定及び確定） 

第１１条 市長は、前条の規定による申請書兼実績報告書を受理したときは、

その内容を審査するとともに現地調査等を行い、交付すべき補助金の額を

決定し、室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交付決定・確定（却下）通知書

（別記様式第８号）により当該補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１２条 前条の規定により交付の決定を受けた補助事業者は、補助金の交

付を受けようとするときは、室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交付請求書

（別記様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

（新築した賃貸住宅の管理） 

第１３条 前条の規定により、補助金の交付を受けた補助事業者は、事業完

了の日から起算して１０年間（以下「管理期間」という。）は、当該賃貸

住宅の用途を変更し、又は取り壊してはならない。ただし、災害その他の

理由により引き続き管理することが困難であると市長が認めたときは、こ

の限りでない。 

（補助金の返還） 

第１４条 市長は、補助金の交付を受けた補助事業者が、次の各号のいずれ

かに該当すると認めるときは、補助金の全部又は一部の返還を命ずるもの

とする。この場合において、返還を求める金額は、第１１条の規定による

補助金の交付決定の日からの経過年数に応じ、別表のとおりとする。 

⑴ 虚偽又は不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

⑵ 法令、規則又は要綱の規定に違反する行為があったとき。 

⑶ 管理期間中に当該賃貸住宅の用途を変更し、又は取り壊し、若しくは 

その他の理由により第４条第１項各号に規定する要件を１つでも欠いた

とき。 

⑷ 賃貸住宅の所有権を他人に譲渡し、若しくは転売した場合であって、

管理期間中に当該賃貸住宅が第４条第１項に規定する要件を欠き、又は

新たな所有者が第３条に規定する補助対象者の要件を満たさなくなった

とき。 

⑸ その他補助金の交付が適当でないと市長が認めたとき。 

（地位の継承） 

第１５条  補助事業者が管理期間中に次の各号に掲げる事由に該当したと

きは、当該各号に定める者が室戸市民間賃貸住宅建設費補助事業地位継承



届出書（別記様式第１０号）を市長に提出しなければならない。 

⑴ 個人である補助事業者が死亡したとき その相続人 

⑵ 法人である補助事業者が合併等をしたとき 合併等により設立された

法人 

⑶ 補助事業者が賃貸住宅を譲渡したとき 当該譲渡を受けた者 

（報告等） 

第１６条 補助事業者は、市長から賃貸住宅の入居状況等について報告及び

調査を求められたときは、これに協力しなければならない。 

（住民基本台帳による届出） 

第１７条 補助事業者は、賃貸住宅の入居者に対し、当該賃貸住宅への入居

に係る住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第４章及び第４章の４

の規定による届出の状況について聞き取りを行うとともに、当該届出がな

されていないと認めるときは届出を行うよう促すものとする。 

２ 補助事業者は、特別な理由がなく前項の届出を行わない入居者があると

認めるときは、その旨を市長に報告するものとする。 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、 

市長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、公布の日から施行する。 

 

 

 



別表（第１４条関係） 

補助金交付決定日からの経過年数 返還金額 

２年未満 補助金確定額の１００％に相当する額 

２年以上５年未満 補助金確定額の８０％に相当する額 

５年以上１０年未満 補助金確定額の６０％に相当する額 

１０年以上 返還なし 

 



別記様式第１号（第６条関係） 

年  月  日  

室戸市長     様 

 

（申請者）住  所 

   氏  名 

   電話番号 

 

室戸市民間賃貸住宅建設費補助事業認定申請書 

 

 室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交付要綱に基づく事業の認定を受けたいので、同要綱第６条第

１項の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

事業（工事）名  

住 宅 建築 土 地  室戸市 

 

土 地 の 所 有 

１ 自己所有 

２ 借地 借地期間（   年  月  日 ～    年  月  日） 

  土地所有者  住所：          氏名： 

住宅の構造・階数   構造：     造 （ 平屋・   階）建 

延 床 面 積        ㎡ 駐 車 場の 整 備  １戸当たり   台 

住 戸 形 式 
１戸当たりの床面積（   ㎡）×  戸・・① 

１戸当たりの床面積（   ㎡）×  戸・・②  計    戸・・③（①＋②） 

 

建築工事施工者 

所 在 地 

名  称 

電話番号 

建築工事見積金額                円 予定工期 
着手日    年  月  日 

完成日    年  月  日 

補 助 金 交 付 

申 請 予 定 額 

住宅の戸数（③）×1,000,000 円            円 

合計(限度額１棟当たり 10,000,000 円)            円 

 

添付書類 

□ 現況写真  □ 土地の登記事項証明書及び不動産登記法第 14 条に規定する地図（写し） 

□ 土地が賃貸によるものであるときは、土地賃貸借契約書（写し） □ 建築工事費見積書（写し） 

□ 賃貸住宅の設計図書（位置図、配置図、平面図、立面図、建物全体及び各戸の求積図等） 

□ 建築基準法第６条に規定する建築確認申請書類又は確認済証（写し） 

□ 個人の場合は、居住している市区町村の住民票並びに市税及び県税の滞納のないことを証する書類  

□ 法人の場合は、法人の現在事項全部証明書並びに市税及び県税の滞納のないことを証する書類 

□ 誓約書兼同意書（別記様式第２号）  □ その他市長が必要と認める書類 



別記様式第２号（第６条関係） 

  年  月  日  

 

室戸市長     様 

 

（申請者）住  所 

    氏  名 

    電話番号 

 

誓約書兼同意書 

 

 室戸市民間賃貸住宅建設費補助事業の認定申請に当たり、下記事項を厳守することを誓約

します。 

記 

 

１ 申請する者は、室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交付要綱第３条に規定する補助対象者

に該当する者であること。 

２ 申請する事業は、室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交付要綱第４条に規定する交付要件

に該当する事業であること。 

３ 事業認定申請書に記載された内容を変更するときは、速やかに市長に報告すること。 

４ 申請に虚偽その他不正な手段があった場合は、補助金を返還すること。 

 



別記様式第３号（第６条関係） 

 第   号  

  年  月  日  

        様 

 

     室戸市長   

 

室戸市民間賃貸住宅建設費補助事業認定（却下）通知書 

 

  年  月  日付けで申請のあった室戸市民間賃貸住宅建設費補助事業の認定について

は、下記のとおり認定（却下）したので、室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交付要綱第６条

第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

事業（工事）名  

住 宅 建 築 土 地 室戸市 

 

 

１ 認定します。 

補 助 金 予 定 額 金           円 

予 定 額 の 内 訳 
1,000,000 円 ×   戸 ＝          円 

（※限度額１棟当たり 10,000,000 円） 

 

２ 却下します。 

却 下 理 由 

 

 

 



別記様式第４号（第７条関係） 

  年  月  日  

室戸市長    様 

 

（申請者）住  所 

     氏  名 

     電話番号 

 

室戸市民間賃貸住宅建設費補助事業変更（中止・廃止）承認申請書 

 

  年  月  日付け   第   号で認定を受けた室戸市民間賃貸住宅建設費補助事

業について、下記のとおり事業を変更・中止・廃止したいので、室戸市民間賃貸住宅建設費

補助金交付要綱第７条第１項の規定により申請します。 

 

記 

 

事業（工事）名  

住 宅 建 築 土 地 室戸市 

 

１ 変 更 

変 更 内 容 

変更前 変更後 

 

 

 

 

変 更 理 由 

 

 

 

※ 変更の内容が確認できる図面等を添付すること。 

 

２ 中 止 

中 止 理 由 

 

 

 

 

３ 廃 止 

廃 止 理 由 

 

 

 

 



別記様式第５号（第７条関係） 

 第   号  

  年  月  日  

        様 

 

    室戸市長   

 

室戸市民間賃貸住宅建設費補助事業変更（中止・廃止）承認通知書 

 

  年  月  日付けで変更（中止・廃止）承認申請のあった室戸市民間賃貸住宅建設費

補助事業については、下記のとおり承認したので、室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交付要

綱第７条第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

事業（工事）名  

住 宅 建 築 土 地 室戸市 

 

１ 変 更 

変 更 内 容 

 

 

 

 

２ 中 止 

中 止 内 容 

 

 

 

 

３ 廃 止 

廃 止 内 容 

 

 

 

 

 



別記様式第６号（第８条関係） 

 年  月  日  

室戸市長   様 

 

（申請者）住  所 

   氏  名 

   電話番号 

 

室戸市民間賃貸住宅建設費補助事業着手届 

 

  年  月  日付け   第   号で認定を受けた室戸市民間賃貸住宅建設費補助事

業について、下記の通り建設に着手する予定ですので、室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交

付要綱第８条の規定により届け出ます。 

 

記 

 

事業（工事）名  

住 宅 建 築 土 地  

建築工事施工者 

所 在 地 

名  称 

電話番号 

着手予定年月日 

 

  年  月  日 

 

完成予定年月日 

 

  年  月  日 

 

 

 

 



別記様式第７号（第１０条関係） 

令和  年  月  日  

室戸市長    様 

 

（申請者）住  所 

   氏  名 

   電話番号 

 

室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交付申請書兼実績報告書 

 

  年  月  日付け   第   号で認定を受けた室戸市民間賃貸住宅建設費補助事業に

ついて下記のとおり完成し、登記が完了したので、室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交付要綱第１

０条の規定により補助金の交付を申請します。 

 

記 

事業（工事）名  

住 宅 建 築 土 地 室戸市 

 

土 地 の 所 有 

１ 自己所有 

２ 借地 借地期間（   年  月  日 ～    年  月  日） 

  土地所有者  住所：          氏名： 

住宅の構造・階数   構造：     造 階建 

延 床 面 積        ㎡ 駐 車 場の 整 備  １戸当たり   台 

住 戸 形 式 
１戸当たりの床面積（   ㎡）×  戸・・① 

１戸当たりの床面積（   ㎡）×  戸・・②  計   戸・・・③（①+②） 

 

建築工事施工者 

所 在 地 

名  称 

電話番号 

建 築 工 事 金 額                円  工 期 
着手日    年  月  日 

完成日    年  月  日 

補助金交付申請額 

住宅の戸数（③）×1,000,000 円            円 

合計(限度額１棟当たり 10,000,000 円)            円 

 

添付書類 

□ 建物及び駐車場の完成写真  □ 土地及び建物の表示に関する登記事項証明書（写し） 

□ 工事請負契約書（写し）  □ 工事代金領収書（写し）又は事業費の支出を証する書類 

□ 建築基準法第７条第５条の規定による検査済証（写し） 

□ 住宅管理に関する書類（入居基準、賃貸借予定額、賃貸借契約書の書式） 

□ その他市長が必要と認める書類 

 



別記様式第８号（第１１条関係） 

 第   号  

  年  月  日  

 

        様 

 

       室戸市長   

 

室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交付決定・確定（却下）通知書 

 

  年  月  日付けで交付申請兼実績報告があった室戸市民間賃貸住宅建設費補助金に

ついては、下記のとおり決定・確定（却下）したので、室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交

付要綱第１１条の規定により通知します。 

 

記 

 

事 業 （工 事） 名   

住 宅 建 築 土 地 室戸市 

交付決定・確定額 金           円 

交付申請額から変更

の場合はその理由  

 

 

 

却 下 の 場 合 

却 下 の 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第９号（第１２条関係） 

  年  月  日  

室戸市長     様 

 

（申請者）住  所 

     氏  名 

     電話番号 

 

室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交付請求書 

 

   年  月  日付け   第   号で交付決定・確定通知のあった室戸市民間賃貸

住宅建設費補助金について、室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交付要綱第１２条の規定によ

り次のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 補助金交付請求額  金           円 

 

２ 振込先 

金 融 機 関 名 
 

 
支 店 ・支 所 名  

 

 

預 金 種 別 普通  ・  当座 口 座 番 号 
 

 

フ リ ガ ナ  

 

口 座 名 義 人 

 

 

 

 ※補助金申請者名義の口座に限ります。 

 

 



別記様式第１０号（第１５条関係） 

  年  月  日  

室戸市長     様 

 

（申請者）住  所 

   氏  名 

   電話番号 

 

室戸市民間賃貸住宅建設費補助事業地位継承届出書 

 

  年  月  日付け   第   号で室戸市民間賃貸住宅建設費補助金の交付決定・確定

通知を受けた地位を承継したいので、室戸市民間賃貸住宅建設費補助金交付要綱第１５条の規定

により届け出ます。 

 

記 

 

事業（工事）名  

住 宅 建築 土 地  
 

補 助 事 業 者 

所 在 地 

名  称 

電話番号 

事 業 承 継 者 

所 在 地 

名  称 

電話番号 

承 継 年 月 日 令和  年  月  日 

承 継 の 理 由  

そ の 他 
 

※ 承継の事実を確認できる書類を添付すること。 

 


